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３.１.調査票                               

３.１.１.保護者票 
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３.１.２.中学生票 
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３.２.収入の水準に関する参考資料                     

３.２.１.等価世帯収入の算出 

＜算出方法＞ 
・年間収入に関する回答の各選択肢の中央値を世帯の収入値とする（例えば、「50 万円未満」

であれば 25 万、「50〜100 万円未満」であれば 75 万とする。なお、「1,000 万円以上」は
1,050 万円とする）。 

・上記値を、保護者票 問２で把握される同居家族の人数（単身者を含む：同居の有無を問
わない）の人数の平方根をとったもので除す。 

・算出した値（等価世帯収入）の中央値を求め、中央値の２分の１未満、中央値の２分の 1
以上中央値未満、中央値以上で分類する。 

●等価世帯収入の中央値：237.50 万円、等価世帯収入の中央値の２分の１：118.75 万円 
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表 3-2-1-1 一覧70 
  

                                                      
70 全回答件数 3,714 件のうち、125 件（3.4％）は、年間収入または同居家族の人数情報が「無回答」で
あったため、分類できなかった。 

等価世帯収入 世帯 有効％ 累積％ 等価世帯収入 世帯 有効％ 累積％ 等価世帯収入 世帯 有効％ 累積％
10.21 1 0.0 0.0 122.84 6 0.2 12.8 237.50 135 3.8 50.3
11.18 8 0.2 0.3 122.98 67 1.9 14.6 245.37 48 1.3 51.7
12.50 10 0.3 0.5 123.74 16 0.4 15.1 245.68 9 0.3 51.9
14.43 10 0.3 0.8 125.00 1 0.0 15.1 245.97 163 4.5 56.5
17.68 4 0.1 0.9 127.00 1 0.0 15.1 254.00 1 0.0 56.5
23.72 1 0.0 0.9 127.67 1 0.0 15.2 255.33 1 0.0 56.5
26.52 2 0.1 1.0 129.90 50 1.4 16.6 265.17 6 0.2 56.7
28.35 1 0.0 1.0 132.58 4 0.1 16.7 265.36 31 0.9 57.5
30.62 6 0.2 1.2 132.68 20 0.6 17.2 274.24 40 1.1 58.7
33.54 21 0.6 1.8 137.50 66 1.8 19.1 275.00 190 5.3 63.9
37.50 14 0.4 2.2 141.74 4 0.1 19.2 283.47 11 0.3 64.3
43.30 17 0.5 2.6 145.34 67 1.9 21.0 290.69 130 3.6 67.9
47.25 1 0.0 2.7 150.26 1 0.0 21.1 300.52 5 0.1 68.0
51.03 5 0.1 2.8 153.09 25 0.7 21.8 306.19 20 0.6 68.6
53.03 5 0.1 3.0 158.33 1 0.0 21.8 317.54 1 0.0 68.6
55.90 22 0.6 3.6 158.77 1 0.0 21.8 317.54 54 1.5 70.1
62.50 28 0.8 4.3 158.77 45 1.3 23.1 321.27 2 0.1 70.2
66.14 2 0.1 4.4 159.10 21 0.6 23.7 325.00 166 4.6 74.8
71.44 7 0.2 4.6 160.63 4 0.1 23.8 332.04 1 0.0 74.8
72.17 42 1.2 5.8 162.50 85 2.4 26.1 335.41 105 2.9 77.7
75.00 1 0.0 5.8 167.71 82 2.3 28.4 335.88 2 0.1 77.8
78.26 23 0.6 6.4 167.94 1 0.0 28.4 347.01 10 0.3 78.1
79.55 4 0.1 6.5 173.51 26 0.7 29.2 350.00 1 0.0 78.1
85.04 1 0.0 6.6 179.53 6 0.2 29.3 359.07 5 0.1 78.2
87.50 38 1.1 7.6 187.50 117 3.3 32.6 371.23 2 0.1 78.3
88.39 16 0.4 8.1 187.64 44 1.2 33.8 375.00 112 3.1 81.4
91.86 11 0.3 8.4 190.07 77 2.1 36.0 375.28 45 1.3 82.7
97.23 5 0.1 8.5 193.92 28 0.8 36.8 380.13 77 2.1 84.8

100.62 35 1.0 9.5 194.45 19 0.5 37.3 387.84 12 0.3 85.1
101.04 39 1.1 10.6 207.88 9 0.3 37.5 388.91 9 0.3 85.4
103.94 4 0.1 10.7 212.43 116 3.2 40.8 396.86 3 0.1 85.5
112.27 22 0.6 11.3 212.50 111 3.1 43.9 424.85 61 1.7 87.2
112.50 43 1.2 12.5 216.51 47 1.3 45.2 425.00 96 2.7 89.9
114.90 3 0.1 12.6 224.54 45 1.3 46.4 428.66 21 0.6 90.4

229.81 5 0.1 46.6 433.01 33 0.9 91.4
459.62 5 0.1 91.5
469.57 70 2.0 93.5
475.00 75 2.1 95.5
490.75 20 0.6 96.1
525.00 89 2.5 98.6
530.33 3 0.1 98.7
548.48 22 0.6 99.3
601.04 1 0.0 99.3
606.22 22 0.6 99.9
742.46 3 0.1 100.0
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今回調査
（2023年（R5））

内閣府調査
（2020年（R3））

前回調査
（2016年（H28））

国民生活基礎調査
（2021年（R３））

割合（不明を除く） 割合（不明を除く） 割合（分類整理） 割合（分類整理）
50万円未満 1.0 0.3 1.4 1.2
50~100万円未満 1.9 1.0 2.1 5.5
100~150万円未満 3.2 2.0 3.9 6.4
150~200万円未満 3.6 2.4 5.9 6.6
200~250万円未満 4.7 3.4 5.0 7.7
250~300万円未満 6.4 3.7 10.0 6.9
300~350万円未満 6.3 4.3 7.1
350~400万円未満 8.0 5.2 5.5
400~450万円未満 7.5 5.6 5.6
450~500万円未満 9.0 6.7 4.7
500~550万円未満
550~600万円未満
600~650万円未満
650~700万円未満
700~750万円未満
750~800万円未満
800~850万円未満
850~900万円未満
900~950万円未満
950~1,000万円未満
1,000~1,100万円未満
1,100~1,200万円未満
1,200~1,500万円未満
1,500~2,000万円未満
2,000万円以上

12.415.6 3.05.9

4.97.3 2.35.7

3.67.8 1.64.9

6.211.4 4.87.8

20.1

19.0

8.412.4 12.513.2

7.310.8 8.310.7

３.２.２.他の調査と比較した場合の水準 

（１）内閣府調査・国民生活基礎調査71 

 
表 3-2-2-1 世帯収入の割合 
  

                                                      
71 国民生活基礎調査では「所得」を種類別に把握しており、その総額にあたる金額を集計したものであ
るが、いくつかの種類の所得のうち、「雇用者所得」は「勤め先から受け取った給料、賃金、賞与（ボー
ナス）を合わせた税込金額」と定義されており、一般的には「収入」にあたる金額を把握していると考え
られる。その他、年間収入の考え方の違い等は「表 3-2-2-1 他調査の整理」参照。 
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表 3-2-2-1 他の調査の整理 
  R5 県調査 内閣府調査 H29 県調査 国民生活基礎調査 

調査対象人数 14,352 組 5,000 組 8,354 件   

調査対象 
県内公立中学校 2 年生 
（義務教育学校 8 年生） 
及びその保護者 

中学 2 年生 
及びその保護者 

以下対象児童の保護者 
（公立小学校の 1 年生及び 5 年生、 
公立中学校の 2 年生） 

全国の世帯及び世帯員 

回答者数 

生徒：7,536 件（回収率 52.5％） 
保護者：3,714 件（回収率 25.9％) 
有効回答数／生徒及び保護者： 
2,997 件（回収率：20.9％） 

2,715 組（回収率 54.3％） 2,785 件（回収率 33.3％） 
203,819 世帯（世帯員） 
19,140 世帯（所得） 

所得対象年度 Ｒ４ Ｒ２ H28 Ｒ３ 
平均所得 514 万円 639.1 万円《推計）   545.7 万円 

中央値 237.5 万円 317.54 万円 
244 万円 

（集計には、H25 国民生活基礎調査の 
中央値を使用） 

254 万円 
※全世帯 

貧困線 118.75 万円 158.77 万円 
122 万円 

（集計には、H25 国民生活基礎調査の 
貧困線を使用） 

127 万円 
※全世帯 

割
合 

中央値の２分の１未満 12.9% 12.6% 12.9% 15.4%(相対的貧困率72） 
中央値の２分の１以上 

中央値未満 
36.9% 33.9% 39.6%   

中央値以上 50.2% 53.4% 43.1%   

算出方法 

①世帯全体のおおよその年間収入額（税込）を 16 分類 
（50 万未満〜50 万単位、500 万以上〜100 万単位で 16
分類） 
②年間収入に関する回答の各選択肢の中央値を世帯の収
入値とする（50 万未満＝25 万、50〜100 万＝75 万、
1,000 万以上＝1,050 万） 
③②の値を生計を同一にしている家族（単身者を含む：
同居の有無を問わない）の人数の平方根をとったもので
除す 
④③で算出した値（等価世帯収入）の中央値の半分を貧
困線とする。 

①世帯全体のおおよその年間収入額（税込）を 16 分類 
（50 万未満〜50 万単位、500 万以上〜100 万単位で 16
分類） 
②年間収入に関する回答の各選択肢の中央値を世帯の収
入値とする（50 万未満＝25 万、50〜100 万＝75 万、
1,000 万以上＝1,050 万） 
③②の値を同居家族の人数の平方根をとったもので除す 
④③で算出した値（等価世帯収入）の中央値の半分を貧
困線とする。 

H25 国民生活基礎調査の中央値と貧困線で所得類型別 
区分を設定 

OECD（経済協力開発機構）の作成基準に基づき算出。 
等価可処分所得（世帯の可処分所得（収入から税金・社
会保険料等を除いたいわゆる手取り収入）を世帯人数の
平方根で割って調整した所得）の中央値を算出し、半分
の額を貧困線とする。 
 
世帯員：生計を共にしている方（単身者は含まない。） 

年間収入の 
考え方 

・勤め先収入（定期収入、賞与等） 
・事業収入（原材料費、人件費、営業上の諸経費等を除
く）、内職収入（材料費等を除く） 
・公的年金・恩給、その他の社会保障給付金（生活保
護、児童手当、児童扶養手当等） 
・農林漁業収入（農機具等の材料費、営業上の諸経費等
を除く） 
・資産収入（預貯金利子、家賃収入等・家・土地などの
資産売却代金や生命保険・損害保険からの受取金等は除
く） 
・その他の収入（仕送り、養育費、個人年金、各種祝い
金等） 

・勤め先収入（定期収入、賞与等） 
・事業収入（原材料費、人件費、営業上の諸経費等を除
く）、内職収入（材料費等を除く） 
・公的年金・恩給、その他の社会保障給付金（生活保
護、児童手当、児童扶養手当等） 
・農林漁業収入（農機具等の材料費、営業上の諸経費等
を除く） 
・財産所得（預貯金利子、家賃収入等） 
・その他の収入（仕送り、養育費、個人年金、各種祝い
金等） 

※調査時の年間収入の考え方 
●手取り額：税金や健康保険料、年金保険料、介護保険
料等を支払った後の金額、ボーナスを含む 
●勤労収入（パート・アルバイトを含む）、事業所得
（自営業等）、農業所得、不動産所得、金利・配当金、
公的年金、個人年金、出稼ぎなどによる別居親族からの
仕送りなど、すべてを含めた金額 
●児童手当、児童扶養手当、特別児童扶養手当、生活保
護費は除く 

●働いて得た所得 
（雇用者所得、事業者所得、農耕・畜産所得、家内労働
所得） 
●財産による所得 
（財産所得：家・土地などの資産売却代金や生命保険・
損害保険からの受取金等は除く） 
●公的年金・恩給による所得 
●社会保障給付金による所得（児童手当等含む） 
●仕送りによる所得 
●企業年金・個人年金等による所得 
●その他の所得（各種祝い金等） 

 
                                                      
72 相対的貧困率…貧困線に満たない世帯の割合をいう。貧困線とは、等価可処分所得の中央値の半分の額をいう。 


